







Growth pattern of mandibular bone in female skeletal maxillary protrusion pali-ents
―Using a point A superimposition method―




























































































































































































































































年齢 FH－Po9・Poピ（角度） 治療期間（年） Pog変化量（mm） 年間Pog変化量（㎜／年）
1 9Y6M





























P7Yl1M 165．0 4．25 4．0 0．94
ユ3
10Y6M
P7Y4M 56．5 6．83 11．5
ユ．68
14 12YgM





P7YIM 69．0 5．08 9．0 1．77
17 11Y3M
P7Y3M 30．0 6．00 5．5 0．92
18 11YIM
P6Y8M 58．0 5．58 10．0 1．79
19 11Yl1M
P9YOM 95．0 7．08 4．0 0．56
20 12Y7M
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　　　　　　　　　　　　Ar－Go／Ar－Me
図7　年間成長量に対する下顎枝と下顎骨長の比との関係（散布図）
　　　　　　　　　r＝0．409　p＝0．18056
　成長量と下顎骨の大きさを示す3要素｛下顎枝
長（ふ一Go），下顎骨体長（Go－Me），下顎骨長
（Ar－Me）｝との相関係数は表3に示される．同
時にそれぞれの要素の比｛（Ar－Go）’　（Go－Me，
（Ar－Go）／（Ar－Me），（Go－Me）’（Ar－Me）｝と和
｛（Ar－Go）＋（Ar－Me）｝も算出された．その中
で最も相関係数が高かった，年間成長量と下顎枝
長（Ar－Go）tt下顎長（hr－Me）の散布図（r＝
0．409）を図7に示す．
　最後に，初診時のANB角と成長方向（r＝一
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　　　　表3：下顎骨の成長方向と成長量に対する各種要素の相関係数
（上段　各要素と成長方向の相関係数，下段　各要素と年間成長量との相関係数）
成長方向　　　　　相関係数
FMA F且一Po9・Poピ（角度）　　　　0．713
Go　Angle FH－Pog●Poピ（角度）　　　－0．150
Y－axis FH＿Pog．Poピ（角度）　　　　0．480
FMA＋Go　Angle FH－Pog●Poピ（角度）　　　　0．080
FMA＋Y FH－Pog．Poピ（角度）　　　　0．739
FMA＋Y＋Go　Angle FH－Po9・Poピ（角度）　　　　0．250
FMA（SD） FH－Pog・Poピ（角度）　　　　0．658
Y（SD） FH－Pog・Poピ（角度）　　　　0。388
Y（SD）＋FMA（SD） FH－Pog．Poピ（角度）　　　　0．697
Y（SD）＋FMA（SD）＋Go　Angle（SD） FH－Pog●Poピ（角度）　　　　0、307
年間成長量
Ar－Me 年間Pog変化量（lnm／年）　　0．071
Ar－Go 年間Pog変化量（mm／年）　　0．340
Go－Me 年間Pog変化量（mm／年）　－0．041
Ar－Go／Go－Me 年間Pog変化量（mm／年）　　0．370
Ar－Go侮一Me 年間Pog変化量（lnm／年）　　0．409
Go－Me低r－Me 年間Pog変化量（mm／年）　－0．173
（Ar－Go）＋（Ar－Me） 年間Pog変化量（mm／年）　　0．215
ANB FH－Pog・Poピ（角度）　　　－0．147
ANB 年間Pog変化量（mm／年）　　0．210
　　上段
FMA：下顎下縁平面角，　Go　Angle：下顎角，　Y－axis：Y軸角，
FMA＋Go　Angle：下顎下縁平面角と下顎角の和，
FMA＋Y：下顎下縁平面角とY軸角の和，
FMA＋Y＋Go　Angle：下顎下縁平面角とY軸角と下顎角の和
FMA（SD）：標本の下顎下縁平面角と飯塚’5）の平均値との差を飯塚15｝の標準偏差で
　　　　　　割った数値，
Y（SD）：標本のY軸角と飯塚15）の平均値との差を飯塚5）の標準偏差で割った数値，
Y（SD）＋FMA（SD）：上記の2個の数値の和，
Y（SD）＋FMA（SD）＋Go　Angle（SD）：上記の数値に，標本の下顎角と飯塚5）の平均
　　　　　　　　　　　　　　　　　　値との差を飯塚151の標準偏差で割った数値を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　加えた数値
　　下段
Ar－Me：Ar点からMe点への距離（下顎骨長）
Ar－Go：Ar点からGo点への距離（下顎枝長）
Go－Me：Go点からMe点への距離（下顎骨体長）
Ar－Go／Go－Me：下顎骨体長に対する下顎枝長の比
Ar－GolAr－Me：下顎骨長に対する下顎枝長の比
Go－Me／Ar－Me：下顎骨長に対する下顎骨長の比
（Ar－Go）＋（Ar－Me）：下顎枝長と下顎骨長の和
FH－Pog・Poピ（角度）：FH平面に対するPog点の成長変化の角度
年間Pog変化量（mm／年）：1年間におけるPog点の成長変化量（mm）
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0．147）または年間成長量（r＝0．210）には強い
相関は認められなかった（表3）．
考 察
1．A点重ね合わせ法からみた下顎骨の成長方向
　　について
　保定期間を含めた歯科矯正治療期間における成
長方向の平均値は63．84度（標準編差50．11度）で
あり，成長量の平均値は5．08m皿（標準偏差3．40
mm）であり，その年間成長量の平均は0．91　mm
（標準偏差0．62mm）であった．成長方向はY
軸方向と一致しているという報告16）があるが，本
研究の結果では飯塚のデータからの日本人の平均
的なY軸角（66．2度1s））に比較してほとんど同様
の値が得られた．頭蓋底における重ね合わせ法を
用いても，A点を基準に重ね合わせを行っても，
成長方向の平均値はY軸角に準じているという
ことは，顎骨の成長発育を予測する上で興味が持
たれるところである．しかしながら，標準偏差を
比較してみると飯塚のデータ15）では±2．96度と
なっており，それに比べて本研究にて算出された
±46．04度は非常に大きく，歯科矯正治療患者の
成長をこの平均値のみを用いて予想するには大き
な問題があることを考慮する必要があろう．
　坂本14）のプロフィログラム原本では，上顎骨の
A点と下顎骨のB点またはPog点の2種類の変
化を総合的に判断しないと上顎骨と下顎骨の相対
的な変化量は把握されない．一方改変されたプロ
フィログラムを用いれば，1つの変位量（実際は
X軸とY軸の2個）でその差分を表現すること
が可能である’2）’13）．本研究にて調査された成長方
向の平均値に関して，標準偏差が大きいかったこ
とはすでに述べたが，成長方向とFMAまたは
FMAとY軸角の和との相関係数は0．713および
0．739と高いものであり，両者とも1％レベルで
有意であった．
　初診時において，FMAまたはFMAとY軸角
の和の値を計測し，それぞれの回帰直線（Y＝
14．68X－414．5またはY＝9．47X－868．2）を用
いることにより，成長方向の予測を行い，また予
測された成長方向の誤差を見出すことが可能にな
ろう．本論文で用いられた症例は性差がなく（女
子のみ），下顎下縁平面角が27度未満の過蓋咬合
症例や36度以上の開咬症例を除いた上顎前突症例
と厳しく規定したために，このような好結果が得
られたのかもしれない．
ll．　A点重ね合わせ法からみた下顎骨の成長量に
　　ついて
　A点を重ね合わせの基準としたPog点の相対
的な成長量に関して，その年間成長量の平均は
0．91mm（標準偏差0．62　mm）であった．　Rick－
ettsら17）が提案している下顎骨の成長変化の年間
変化量は3mm（下顎枝分1mm／1年，下顎体
分21nm／1年）である．またPro伍tら’9＞が記述
している女子における下顎頭からPog点までの
成長量は6歳から12歳までは年間2．7mm，12歳
から14歳までは年間2mm，14歳から16歳までは
年間1mmとなっている．同じ部位を計測した
Rioloらのデータ19）によれば，同じく女子で6歳
から15歳までは年間2．1mmから2．9mmの値を
取り，15歳から16歳の1年間では1．3mmである
と報告している．そして坂本のプロフィログラ
ム14）からS点を基準にPog点の変位量を計測し
てみると5歳2ヶ月から7歳7ヶ月の間は年間
2．92mm，7歳7ヶ月から10歳3ヶ月までの間は
年間2．43mm，10歳3ヶ月から12歳11ヶ月の間は
年間3．OO　mm，12歳11ヶ月から19歳7ヶ月の間は
年間0．75mmと計算された．本研究で作製され
たA点重ね合わせプロフィログラム（女子）に
おいて，同時期のA点に対する相対的なPog点
の変化量は，年間0．75mm，1．09　mm，1．57　mm，
0．16mmであった．
　本研究で得られたPog点の変化量の平均値
（O．　91　mm）をRickettsら1ア），　ProMtら18），　Riolo
ら19），坂本’4）などのデータと比較すると小さい理
由は頭蓋骨からPog点までの距離の変化に対し
て，A点からPog点までの距離の変化の方が小
さいためであるのは明らかである．しかし坂本の
改変プロフィログラムより得られた値と比較する
と7歳7ヶ月から10歳3ヶ月の値（1．09mm）に
近似しており，本研究で用いられた患者群におけ
る主たる治療期間がこのあたりの成長期であった
とものと想像される．また，5歳から20歳までの
成長期における年間成長量はそれぞれの年齢に
よって大きく異なるので，下顎の成長予測を行う
ときに単純に平均的な年間成長量（0．91mm）を
用いるべきではなく，平均年間成長量にある要素
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の値を積した変数値を用いることが望まれるであ
ろう．
　本研究において，年間成長量と相関係数が最も
高かった要素は下顎枝に対する下顎骨長の比
｛（Ar－Go）／（Ar－Me），　r＝0．409｝であり，相関
関係は認められるが，あまり強いものとは言えな
い．このときのP一値は0．073であり，10％レベル
では有意な値であり，また回帰直線はY＝08．03
X－2．54となっていた．その他年間成長量に対し
てやや強い相関係数が算出された要素は，血一Go
（r＝0．340），（Ar－Go）／（Go－Me）（r＝0．370）
である．これらの数値を考慮すると下顎枝の長さ
が年間成長量とより強い関係があるように思われ
る．思春期成長期の10歳ぐらいから18歳ぐらいま
での下顎骨の成長には，下顎枝のうちでも上部構
造，特に下顎突起の成長と関係が深いという報
告13）を参考にすると，本研究の結果も容易に理解
することができるであろう．さらに，上記のAr
－Goの長さの計測において，側頭骨と下顎枝の
交点であるAr点を用いているので，正確に下顎
頭の先端までの長さを計測していない．側貌頭部
X線規格写真では下顎頭の先端（Condorion）を
正確に計測するのは，下顎頭が側頭骨の内部に隠
れているので困難である．そこで顎関節断層X
線規格写真により下顎頭部分の正確な計測が可能
になれば，A点重ね合わせ法における下顎骨の年
間成長量と高い相関を持った形態変数を把握でき
る可能性が考えられる．
　現在のところは，本研究で用いた症例のような
歯科矯正患者に対して，下顎骨の年間成長量を把
握するにあたり，相関係数0．409のAr－（fO／Ar－
Meより得られた回帰直線Y＝0．0208　X＋0．41を
用いて，予想される年間成長量を算出し，成長方
向の予測を併用して，A点に対するPog点の位
置を予測することができるであろう．
　しかしながら，成長量と相関関係がより強い顎
態要素を明確にすることができるか，また特殊な
成長を示す症例の下顎骨成長様式を把握すること
ができれば，より精度の高い成長予測法が誕生す
るであろう．
結 語
　より簡便で正確な顎骨の成長様相の予測法を確
立するための端緒として，初診時と保定時におけ
る二枚の側貌頭部X線規格写真のトレース図（女
子20症例）を用い，上顎骨前方限界点一A点一を
重ね合わせの基準とし，下顎骨の代表点Pog点
の変化を把握することにより，下顎骨の二次元
的，相対的な成長様相を把握することを目的と
し，1）平均的成長図の作成と2）成長が残され
ている上顎前突症例における矯正治療前後の骨格
性変化の検索を行い，以下の結果が得られた．
　1）歯科矯正治療患者に応用可能な平均的成長
図，A点重ね合わせプロフィログラムを作成する
ことが可能であった．また，A点を重ね合わせの
基準にし，下顎前方部の代表点Pog点の成長に
よる変位方向と変位量を求めたところ，平均成長
方向が63．84度（標準偏差50．11度）であり，平均
成長量は5．08mm（標準偏差3．40　mm）であり，
またその年間成長量の平均は0．91mm（標準偏差
0．62mm）であった．
　2）Pog点の成長方向と下顎骨の各形態要素
（下顎下縁平面角FMA，顎角Go　angle，　Y軸角
の3種類の角度とAr－Go間，　Go－Me間，　Ar－Me
間の3種類の距離）との相関関係を検討すると，
下顎下縁平面角とY軸角の和に対する相関係数
が最も高かった（r＝O．739）．
　3）成長量と下顎骨の大きさを示す要素との相
関関係を検討してみると，下顎枝長（血一Go）
を下顎長（Ar－Me）で除した値との相関が最も
高かった（r＝0．409）．以上，これらの回帰直線
を応用することにより，A点を重ね合わせ基準に
した上顎骨に対する下顎成長予測が可能になるで
あろう．
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